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第２次古賀市環境基本計画中間見直し 

「事業者の環境保全行動に関するアンケート調査」集計及び分析について 

 

（１）調査の実施状況 

事業所アンケート調査は、以下の要領で実施した。 

 

 

 

 

 

 

  

調査期間 
平成 29 年 9 月 20 日送付 
平成 29 年 10 月 20 日回収〆切 

調査方法 郵送法 

調査対象 100 事業所 

対象者抽出方法 無作為抽出 

回収数 27 サンプル 

有効回収数 27 サンプル 

有効回収率 27.0% 
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（2）調査結果及び分析 

 

問１  貴事業所では、環境に関する経営方針、具体的目標や行動計画などを作成していま

すか。また、今後どのようにする予定ですか。 

（以下の区分ごとに該当する番号をひとつ○で囲んで下さい） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織または経営者が定め、文書に

した環境配慮に関する経営方針 

環境保全のための取組状況を定

期的に点検・監査した結果をとり

まとめた報告書 

環境配慮に関する具体的な目標

や行動計画等を文書にしたもの 
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（参考）前回（平成 24 年）のアンケート結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考察） 

 全般的に「作成している」は大きく減少しているものの、「作成することを検討中」といった肯定

的な意見が増加しており、作成に向けての動機づけが重要になってくると考えられる。 

 

 

 

  

組織または経営者が定め、文書に

した環境配慮に関する経営方針 

環境保全のための取組状況を定

期的に点検・監査した結果をとり

まとめた報告書 

環境配慮に関する具体的な目標

や行動計画等を文書にしたもの 
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問２ 貴事業所で、環境に関する経営方針、具体的目標、具体的行動計画、点検・監査結

果の報告書を作成していない理由はなんですか。 

（以下の区分ごとに該当する番号をひとつ○で囲んで下さい） 

※問１で「作成する予定はない」の人のみ回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考察） 

 「必要性がない」「作成の仕方がよくわからない」が理由を二分している。必要性については、環

境に優しい企業としての方針を出していくことでどういったメリットがあるかを伝え、作成の仕方

については、既に作成した企業を参考にできるような対応が必要となると考えられる。 

 

 

組織または経営者が定め、文書に

した環境配慮に関する経営方針 

環境保全のための取組状況を定

期的に点検・監査した結果をとり

まとめた報告書 

環境配慮に関する具体的な目標

や行動計画等を文書にしたもの 

※「自社だけが実施するのは不公平である」「実施しても消費者が評価してくれない」「その他」 

「未回答」はすべて 0％ 
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問３ 貴事業所では、どのような体制で環境問題に取り組まれていますか。 

（該当する番号をひとつ○で囲んで下さい） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考察） 

 専門部署を置いている事業所はないものの、多くの事業所が担当者を置くなどの対応をしていた。

しかしながら、「環境問題に対して特に何もしていない」という事業所も多く、担当者などがいない

にしても「普段から環境に配慮する」という事業所の方針となるような意識づけ等が必要と考えられ

る。 

 

  

専任部署を設置している 

専任部署はないが、 
他業務と兼任で 
環境問題を担当する者がいる 

専任部署はないが、 
環境問題専門の担当者がいる 

特に担当者はいないが、 
必要に応じて体制を組む 

環境問題に対して 
特に何もしていない 

普段から環境に配慮しているが、
特に担当者や体制などを置いて
いない 

未回答 
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問４ 環境問題に取り組むための専任の部署や担当者を設置していない理由はなんです

か。            （該当する番号をすべて選んで○で囲んで下さい） 

※問３で専任部署・担当者がいない人のみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※その他…人的余力がない（2件）、環境への配慮等について余り考えたことがない、 

費用がかかる 

 

 

考察） 

 問２と同じく、「必要性がない」「どうやったらよいかが分からない」という回答が多く、必要性や

制度の周知が必要となると考えられる。また、その他の理由として「人的余力」「費用」といった面

をあげる事業所もあり、経済的な理由により環境に取り組むことが難しい現状が伺えた。 

  

必要性がない 

自社だけが実施するのは 
不公平である 

どのように設置すればよいのか
わからない 

実施しても 
何の役に立つのかわからない 

現在、各部署で対応している 

実施しても 
消費者が評価してくれない 

その他 

未回答 
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問５ 事業者が自主的環境保全への取組を継続的に進めていくための仕組みである「環境

マネジメントシステム」の取組、今後の予定を教えてください。 

（以下の質問ごとに該当する番号をひとつ○で囲んで下さい） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考察） 

 ISO14001（4 事業者）やエコアクション 21（1 事業者）にはそれぞれ取得事業者があったもの

の、「よく知らない」と回答した事業所も 2～3 割程度あり、制度の周知等が必要とされる。 
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問６ 貴事業所が、環境マネジメントシステムを導入するにあたって、行政からどのよう

な支援があれば取り組んでみたいとお考えですか。 

（該当する番号をすべて選んで○で囲んで下さい） 

※問５で「すでに実施している」以外に〇がついた人のみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※その他…実質２名でやっている会社だから、事業を行う上では必要ないから、環境マネ

ージメントシステムを取得しても業績アップに直結すると思えないため 

考察） 

 支援制度については、幅広く必要とする事業者があったが、「規格取得等に必要な費用の補助制

度」といった費用面の支援を必要とする事業所が最も多く、問４で理由として挙げられた経済的な

要因が絡む形となった。「その他」では行政の支援ではなく、取り組めない理由を書いた事業所が

多く、環境に取り組むことで企業としての業績が上がるような社会づくりを行うことが、事業所が

環境問題に取り組む大きなインセンティブになると考えられる。 

規格取得等の手続きに関する 
手引き書の作成・配布 

環境マネジメントシステムに 
取り組む人材を育てるための 
研修会等の開催 

規格取得等に必要な費用の 
補助制度 

環境マネジメントシステムを 
導入した事業所を消費者に 
アピールするための認定制度 

その他（具体的に） 

他事業所の環境マネジメントへ
の取組動向についての情報提供 

取り組む必要はないと思う 

未回答 
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問７ 貴事業所では、従業員を対象とした環境に関する教育・訓練・啓発の活動を行って

いますか。 

（該当する番号をひとつ○で囲んで下さい） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考察） 

   「行っている」と「今後行う予定」・「行うことについて検討中」がほぼ同数であり、また「行う

予定はない」が若干数が多いことから、事業所の環境教育については改善の必要があることが伺え

る。 

 

 

問８ 従業員への教育・訓練・啓発はどのような内容を行いますか。 

（該当する番号をすべて選んで○で囲んで下さい） 

※問 7で「行っている・検討中」の人のみ 
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問９ 従業員への教育・訓練・啓発はどのような方法で行いますか。 

（該当する番号をすべて選んで○で囲んで下さい） 

※問 7で「行っている・検討中」の人のみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考察） 

   実際に行っている社内の教育・研修については、「社内の作業環境について」がほとんどであ

り、「事業内容と地域環境のかかわりについて」や「事業内容と地球環境のかかわりについて」は 3

事業所のみに留まった。また社員への周知方法についても、「環境に関する情報等を社内報への掲

載・社内への掲示を行う」が多数を占め、独立したパンフレットや社内・社外での研修会などは低

い数値となった。事業所への環境教育を進めていくうえで、事業と関係のある興味を引くような情

報と合わせて、掲載・掲示しやすいものを提供していくことが必要だと認識できた。また、各事業

所の事業内容と環境問題がどのように結びついているかを示すことも必要だと考えられる。 

 

 

  

環境に関する情報等を社内報へ
の掲載・社内への掲示を行う 

環境に関する独立したパンフレ
ット等を制作して配布する 

社外の講演、講習会、説明会等に
参加させる 

研修、勉強会、新人教育などを行
う 

その他 

未回答 
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問 10 従業員を対象とした環境に関する教育・訓練・啓発を実施していない主な理由は

なんですか。 

（該当する番号をひとつ○で囲んで下さい） 

※問 7で「行う予定はない」の人のみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※その他…人的・資金的余力がない、人がいない 

 

 

考察） 

 問２、問 4 と同じく、「必要性がない」「どうやったらよいかが分からない」という回答が多く、

必要性や制度の周知が必要となると考えられる。また、この設問でもその他の理由として「人的余

力」をあげる事業所もあり、一貫して同じ事由が原因となり、環境問題に取り組みづらい現状とな

っていることが認識できる。 
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問 11 古賀市では現在、環境に関する資格を持った古賀市版「環境カウンセラー」制度

の設立を予定しています。古賀市版「環境カウンセラー」制度の利用についてお

尋ねします。 

（該当する番号をすべて選んで○で囲んで下さい） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考察） 

   「特に利用したいとは思わない」が最も多く、回答数の半数以上を占める形となった。問 7 で、

職員への教育・研修を「現在行っている」「行うことについて検討中」と回答した事業所のほとん

どは「利用したい」に、「行う予定はない」と回答した事業所のほぼ全てが「特に利用したいとは

思わない」と回答しており、2 極化が伺えた。 

利用する条件としては、「専門分野」を挙げる事業所が多く、制度を実施する際にいかに幅広い

専門分野を持つカウンセラーを配置できるかが重要になってくると考えられる。 
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問 12 行政が取り組んでいくべき環境に関する施策として、特に重要だとお考えのもの

はどれですか？ 

        （該当する番号を３つまで選んで○で囲んで下さい） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大気汚染や水質汚濁などの 
公害対策の強化 

環境に配慮した活動を 
行う者への支援 
（補助など） 

環境に関する 
学校教育、社会教育の推進 
（出前講座など） 

行政による 
環境配慮の率先的な実行 
（行政が市民に模範を示す） 

環境に関する情報提供の推進 
（広報への連載やパンフレット
配布など） 

開発行為に対する規制の強化 

経済的な動機付けによる 
環境配慮の促進 
（環境税の導入など） 

自然観察会など 
市民が参加する行事の実施 

ポイ捨てなど環境を悪くする 
行為に対する罰則の導入 

市民と行政の橋渡しのための 
機会、組織の整備 

環境配慮活動を行う拠点となる 
施設、組織の設置 

未回答 
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考察） 

   １位の「大気汚染や水質汚濁などの公害対策の強化」については、市民アンケートでも 1 位とな

っており、市民・事業所とも、公害防止が行政の最も重要な役割として期待されていることが認識

できた。また、「環境に関する学校教育、社会教育の推進（出前講座など）」（市民アンケート 4

位）「ポイ捨てなど環境を悪くする行為に対する罰則の導入」（同 2 位）などは共通して高い順位と

なっており、行政として力を入れていくべき施策となると考えられる。 

   一方、事業所的にマイナスのイメージがあると思われる「開発行為に対する規制の強化」「経済

的な動機付けによる環境配慮の促進（環境税の導入など）」も一定の回答を得ており、市内事業所

の環境に対する意識の高さを裏付ける形となった。 
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問 13 環境保全に関する取組については、どのようにお考えですか。 

（該当する番号をひとつ○で囲んで下さい） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考察） 

   取り組みを行う範囲としては、「企業活動に制約を与えない範囲」が最も多く、次いで「積極的

に環境保全に取り組みたい」が多い結果となった。企業活動と競合しない取り組みを推進するとと

もに、積極的に取り組みをしたいと考えている事業所への活動の場や情報提供などが必要と推察さ

れる。また、「他の企業も一様であれば」という企業も一定数いることから、業界全体として環境

問題に取り組むように国・県への働きかけなどを行うことで、それほど積極的でない事業所にも効

果が出ると考えられる。 

 

収益が多少悪化してでも 
企業の社会的責任として 
環境保全に取り組みたい 

企業のイメージアップ、ひいては
業績の向上につながるので積極
的に環境保全に取り組みたい 

企業活動に制約を与えない範囲
であれば環境保全に取り組みた
い（企業活動に制約が生じれば環
境保全に取り組むことは難しい） 

他の企業も一様であれば環境保
全に取り組まざるをえない 

取り組む考えはない 

未回答 
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問 14 貴事業所では、環境保全のために具体的にどのような取組を行っていますか。 

（以下の質問ごとに該当する番号をひとつ○で囲んで下さい） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４. ごみの分別、減量を徹底
している 

公
害
関
連 

１. 公害防止機器の導入と、
日常的なモニタリングを行
っている 

２ . 夜間照明による光害を
防止するための措置を行っ
ているしている 

３ . 法令より厳しい自主管
理基準で、環境汚染防止に
努めているしている 

５ . 詰め替え可能製品を購
入している 

７ . アイドリングストップ
を奨励している 

６ . 事業所から出る資源ご
みのリサイクルルートを確
保している 

８. 急発進、急加速をしない
ようにしている 

９. 燃費向上のため、空気圧
を適正に保つ等、定期的に
点検を実施している 

10. 不要な荷物を積んだま
ま走行しないようにしてい
る 

11. 自転車、徒歩による通勤
を励行している 

12. マイカー通勤自粛者へ
手当を支給している 

13. エコ通勤(ノーマイカー
デー設定やカーシェアリン
グなど)を行っている 

ご
み
関
連 

自
動
車
関
連 
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17. 環境保全活動資金の支
援や寄付をしている 

そ
の
他
の
取
組 

14. 環境保全を達成することを
可能にする技術および商品を
開発し、社会に提供している 

15. グリーン購入、エコマー
ク商品、再生紙利用等を促
進している 

16. 環境報告書を作成し、ホ
ームページで公表している 

18. 環境情報の提供、情報交
換の実施・支援をしている 

20. 事業所周辺の美化清掃
活動を行っている 

19. 環境ボランティア休暇
等、職員の自主的行動を支
援する制度がある 

21. 地域の祭や環境保全活
動に際し、積極的に社員を
派遣・参加させている 

22. 輸送エネルギーの少な
い地元産の作物や商品を多
く販売・利用している 

23. 空調の適温化（暖房 20℃
以下、冷房 28℃くらい）を
徹底している 

24. カーテンやブラインド
等を効率的に利用して冷暖
房効果を高めている 

25. クールビズ、ウォームビ
ズを実施している 

26. 遮光フィルム等を採用
して、冷房負荷を軽減して
いる 

省
エ
ネ
関
連 
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30. ＥＳＣＯ事業を導入し
ている 省

エ
ネ
関
連 

 

27. 昼休みや業務終了後は、
消灯を徹底するようにして
いる 

28. 不必要なパソコン、コピ
ー機等の電源はその都度切
っている 

29. 省エネ等のために、ノー
残業デーを設けている 

31. 共同輸送、帰り荷の確保
に取り組んでいる 

33. 雨水利用施設を設置し
ている 

32. 自然採光、通風をとり入
れている 

34. 屋上緑化、壁面緑化、グ
リーンカーテンを行ってい
る 

35. 建物の省エネルギー化
(二重窓の導入、高気密・高
断熱化等) 

36. 太陽熱利用設備 

37. 空調の省エネシステム
（外気冷房、全熱交換機等） 

38. 冷凍・冷蔵の省エネシス
テム（省エネ型ショーケー
ス等） 

39. ＬＥＤ照明器具による
照明の省エネ化 

設
備
導
入
関
連 
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   ※46．その他…記載なし 

 

考察） 

   取り組みによって大きな差が出ており、「ごみ関連」に関しては半数以上の事業所が取り組みを

進めているほか、「省エネ関連」も多くの企業が取り組んでいるのに対し、「設備導入関連」では照

明関係を除きかなり低くなるなど結果が出ている。収益と結びつきやすいものや比較的取り組みや

すいものなどから取り組みが進んでいることが認識できた。 

   一方、全ての事業所が取り組みできると思われる設問に対しても、常に一定数の事業所が「当事

業所には該当しない」と回答しており、当事者意識を持って取り組んでもらえるよう、一層の啓発

が必要になると考えられる。 

 

 

 

 

40. 電球型蛍光灯による照
明の省エネ化 

41. 人感センサ付器具によ
る照明の省エネ化 

42. 高効率給湯器(エコキュ
ート、エコジョーズ、エネフ
ァーム等) 

43. 燃料電池 

44. ハイブリッド自動車 

45. 電気自動車 

設
備
導
入
関
連 

46. その他  
（         ） 
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（参考）前回（平成 24年 9月 20日）のアンケート結果 

 

 

 

  

４. ごみの分別、減量を徹底
している 

公
害
関
連 

１. 公害防止機器の導入と、
日常的なモニタリングを行
っている 

２ . 夜間照明による光害を
防止するための措置を行っ
ているしている 

３ . 法令より厳しい自主管
理基準で、環境汚染防止に
努めているしている 

５ . 詰め替え可能製品を購
入している 

７ . アイドリングストップ
を奨励している 

６ . 事業所から出る資源ご
みのリサイクルルートを確
保している 

８. 急発進、急加速をしない
ようにしている 

９. 燃費向上のため、空気圧
を適正に保つ等、定期的に
点検を実施している 

10. 不要な荷物を積んだま
ま走行しないようにしてい
る 

11. 自転車、徒歩による通勤
を励行している 

12. マイカー通勤自粛者へ
手当を支給している 

13. エコ通勤(ノーマイカー
デー設定やカーシェアリン
グなど)を行っている 

ご
み
関
連 
自
動
車
関
連 
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17. 環境保全活動資金の支
援や寄付をしている 

そ
の
他
の
取
組 

14. 環境保全を達成することを
可能にする技術および商品を
開発し、社会に提供している 

15. グリーン購入、エコマー
ク商品、再生紙利用等を促
進している 

16. 環境報告書を作成し、ホ
ームページで公表している 

18. 環境情報の提供、情報交
換の実施・支援をしている 

20. 事業所周辺の美化清掃
活動を行っている 

19. 環境ボランティア休暇
等、職員の自主的行動を支
援する制度がある 

21. 地域の祭や環境保全活
動に際し、積極的に社員を
派遣・参加させている 

22. 輸送エネルギーの少な
い地元産の作物や商品を多
く販売・利用している 

23. 空調の適温化（暖房 20℃
以下、冷房 28℃くらい）を
徹底している 

24. カーテンやブラインド
等を効率的に利用して冷暖
房効果を高めている 

25. クールビズ、ウォームビ
ズを実施している 

26. 遮光フィルム等を採用
して、冷房負荷を軽減して
いる 

省
エ
ネ
関
連 
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30. ＥＳＣＯ事業を導入し
ている 省

エ
ネ
関
連 

 

27. 昼休みや業務終了後は、
消灯を徹底するようにして
いる 

28. 不必要なパソコン、コピ
ー機等の電源はその都度切
っている 

29. 省エネ等のために、ノー
残業デーを設けている 

31. 共同輸送、帰り荷の確保
に取り組んでいる 

33. 雨水利用施設を設置し
ている 

32. 自然採光、通風をとり入
れている 

34. 屋上緑化、壁面緑化、グ
リーンカーテンを行ってい
る 

35. 建物の省エネルギー化
(二重窓の導入、高気密・高
断熱化等) 

36. 太陽熱利用設備 

37. 空調の省エネシステム
（外気冷房、全熱交換機等） 

38. 冷凍・冷蔵の省エネシス
テム（省エネ型ショーケー
ス等） 

39. ＬＥＤ照明器具による
照明の省エネ化 

設
備
導
入
関
連 
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40. 電球型蛍光灯による照
明の省エネ化 

41. 人感センサ付器具によ
る照明の省エネ化 

42. 高効率給湯器(エコキュ
ート、エコジョーズ、エネフ
ァーム等) 

43. 燃料電池 

44. ハイブリッド自動車 

45. 電気自動車 

設
備
導
入
関
連 
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問 15 今後、電気・ガス・水道などの使用量を削減する余地があるとお考えですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１)現在のエネルギー使用量を、今後 10年間に、どのくらい削減できるとお考えです

か。 

※問 15で「今後削減したい」の人のみ 
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(２)エネルギー使用量削減のために、どのような目標を立てて具体的に取り組んでいるか

（実施予定も含む）をご記入ください。 

※問 15で「今後削減したい」の人のみ 

【目標】 

・電気使用量を２０２０年までに 3％削減  

・電気使用量を原単位で毎年１％削減する  

・デマント機取り付け  

・電気使用量２０１９年までに１０％減少  

【目標達成のために実施または予定している取組】 

・ＬＥＤ化、小まめなスイッチｏｆｆ、待機充電をやめる  

・工場照明のＬＥＤ化  

・ＬＥＤ照明導入済み  

・省エネ関連項目の地道な繰り越しを行う  

 

考察） 

  エネルギーの使用量については、削減したいとは考えてはいるものの余裕がないと感じている事業

所が多く、実際への削減に向けては難しい状況にあることが認識できた。「今後削減したい」と回答

している事業所は目標や具体的な取り組みを設定しているところが多かったことから、具体的な取り

組みを提案し、削減に向けての目標設定を推進することが必要だと考えられる。 

 

 

問 16 今後、廃棄物の発生量を削減する余地があるとお考えですか。 

（該当する番号をひとつ○で囲んで下さい） 
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(１)現在の廃棄物の発生量を、今後 10年間に、どのくらい削減できるとお考えです 

か。 

※問 16で「今後削減したい」の人のみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)エネルギー使用量削減のために、どのような目標を立てて具体的に取り組んでいる 

か（実施予定も含む）をご記入ください。 

※問 16で「今後削減したい」の人のみ 

 【目標】 

・２０２０年までに、廃棄物の量を 5％減少させる  

・一般廃棄物・産業廃棄物を原単位で毎年 1％の削減する  

・廃棄物の量を２０１９年までに 10％減少させる  

【目標達成のために実施または予定している取組】 

   ・リサイクル化の促進  

・分別の徹底と細分化(書類はシュレッダーにより分別)、分別の徹底とリサイクル 

・リサイクルと部品の共通化による点数削減  

 

考察） 

   エネルギーの使用量と同様に、削減したいとは考えてはいるものの余裕がないと感じている事業

所が多く、実際への削減に向けては難しい状況にあることが認識できた。「今後削減したい」と回

答している事業所は１社しかなく、収益性などに直接影響しないことからエネルギーと比べるとご

みの削減に関しては意識が向きづらい面もあると考えられる。 
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問 17 貴事業所が、環境保全の取組を行う上で、行政がどのような施策を行えばよいと

お考えですか。      （該当する番号をすべて選んで○で囲んで下さい） 

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※その他…・リサイクル事業のマッチング 

・まだ意識が薄いので、そこまで考えきれてないです 

 

考察） 

   事業所への支援として求められている施策としては、「環境へ配慮した取組を行うための助成・

補助」が最も多く、経済的な動機づけを期待されていることが認識できた。その他、研修会の開催

や情報提供なども多くの回答があったこと、アドバイザーの紹介は 0 件であったことから、現在さ

まざまな場所で行われている事業所向けの研修と組み合わせるなど、事業所への提案の方法につい

て検討する必要があると考えられる。 

情報提供 

アドバイザーの紹介 

人材を育てるための 
研修会などの開催 

環境保全やグリーン購入の促進 
に向けた企業間、または消費者 
とのネットワークづくり 

優良事業所を消費者に 
アピールするための 
表彰・認定制度など 

環境へ配慮した取組を行う 
ための助成・補助 

その他  

未回答 
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問 18 行政から提供してほしい環境保全に関する情報をお選びください。 

（該当する番号をすべて選んで○で囲んで下さい） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考察） 

   必要な情報としては、「環境保全のために企業ができることに関する情報」の回答が最も高く、

事業所として何ができるのか、ということに対する関心が高いことが伺える。その他は横並びとな

っているものの、「国や県、市など行政の取組に関する情報」や「環境保全のための調査・研究に

関する情報」の関心は低く、社会全体として環境問題に取り組むというよりも、自らの事業所に何

ができるのか、という点への関心が高いことが分かる。 

環境問題の現状に関する情報 

他企業の取組に関する情報 

環境関連の 
法・条例に関する情報 

国や県、市など 
行政の取組に関する情報 

環境保全のために 
企業ができることに 
関する情報 

環境保全のための 
実用的技術に関する情報 

環境保全のための 
調査・研究に関する情報 

その他 

未回答 
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問 19 貴事業所の概要について、教えてください。 

 

（1）貴事業所の経営組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）貴事業所の事業形態 
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（３）貴事業所の全従業員数（パート等を含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）貴事業所の業種 
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（５）よろしければ、事業所名をご記入ください 

・（株）ＲＧＢ  

・信栄砕石（株） 

・ＳＲＫ商事（株）  

・西部電機（株） 

・（株）古賀環美サービスセンター  

・（有）賀川熱処理  

・（株）サンリブ  

 

 

 

 

問 20 環境を良くするためのアイデアや要望、独自性のある省エネへの取組があれば、

以下にご記入・ご紹介ください。 

 

・一定規模以上の店舗（業種にかかわらず）にリサイクル施設の設備義務化。川に

隣接している工場・事業所から排水している場合は、周辺の草刈り、清掃、親水

施設の設置義務化。自動販売機設置者へのリサイクル施設拡大(分別、回収、清

掃)。寺社、宗教法人施設周辺の緑化(当事者の義務)拡大。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


